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〒163-8001 新宿区西新宿２－８－１ 東京都知事本部内
Ｔ Ｅ Ｌ ０３－５３８８－２１７２
Ｆ Ａ Ｘ ０３－５３８８－１２１２
Ｅメール：syuto＠chijihonbu.metro.tokyo.jp
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http://www.chijihonbu.metro.tokyo.jp/syuto/
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２日 参議院 ｢国会等の移転に関する特別委員会｣ が､ 石原信雄氏らから意見を聴取
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19日 衆議院 ｢国会等の移転に関する特別委員会｣ が､ 移転についての賛否や理由､ アンケート等を受
け付けるホームページを開設
アドレスは､ http://www.shu-kokkaiiten.go.jp

26日 小泉内閣発足
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８日 首相を本部長とする ｢都市再生本部｣ を内閣に設置｡ 大都市圏での大型開発や土地の流動化を推
進
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13日 衆議院 ｢国会等の移転に関する特別委員会｣ が約５か月ぶりに開催される｡ 来年５月までの候補
地絞り込みを再確認

14日 国土交通省主催のシンポジウム ｢21世紀の日本と首都機能移転｣ 開かれる
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５月９日､ 当会主催のさいたま新都心見学会が実施されました｡
当日は連休明けのお忙しい中､ 多数の会員の方が参加され､ 関東地
方の防災の要となる国土交通省災害対策室などを熱心に見学しまし
た｡ 今後も同様の勉強会の開催を予定していますので是非ご参加下
さい｡
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都庁を訪れた特別委員会の委員11名は､ 防災施策の実情
の把握と意見交換を行いました｡
一行は､ 東京都防災センターで担当者の説明を聞いた後､
防災行政無線によるテレビ会議の模様や､ 情報機器の整備
状況を見学し､ その場で担当者に質問をするなど高い関心
をもたれた様子でした｡
続いて行われた意見交換では､ 冒頭､ �渦副知事が移転

には絶対反対である旨の東京都の立場を改めて主張しました｡ 委員からは､ ｢首都移転で
はなく､ 首都機能の移転である｡ 東京都は問題をすり替えている｣､ ｢集積にメリットがあ
る､ というのは強者の論理だ｣ という意見が出されました｡ これに対し都側は､｢国権の最
高機関である国会の移転は首都移転である｣､｢集積してこそ世界と競争していける都市に
なる｣ と反論するなど､ 激しい議論が交わされました｡
都としては今後も､ 首都移転の問題点を明らかにし､ 移転の白紙撤回に向けてねばり強
く運動を展開していきます｡

首都移転問題に関する東京都の専門委員会議がさる５月17日､ 開催されました｡
会議は首都移転問題に関する最近の情勢と今後の取組み等につ
いて話し合われ､ 冒頭､ 稲葉座長から ｢小泉総理にも移転はダメ
だと伝えるつもりだ｣ との力強い発言がありました｡ 続いて各委
員からは､ ｢東京と地方の競争の時代ではない｡ 東京を世界に通
用する都市にすることが大切｣､ ｢移転先候補地と東京都の比較考
量で､ 東京都の優位性をはっきりさせることも重要｣ などの意見
が出されました｡ 都としては､ 各委員の貴重なご意見を参考に今
後の首都移転反対運動を展開していくことにしています｡
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(略歴)
東京工業大学機械工学科卒
昭和58年 石川島播磨重工業社長
平成５年～日本商工会議所・東京商工会議所会頭
平成７年 石川島播磨重工業会長
平成11年～首都移転問題に関する東京都専門委員

首都移転問題は､ 平成11年12月の ｢国会等移
転審議会｣ の答申以降､ 舞台を衆参両院の ｢国
会等の移転に関する特別委員会｣ に移し､ 衆議
院では来年５月を目途に移転先候補地を一つに
絞り込む作業が進められている｡
一方､ 本年４月の小泉内閣の発足とそれに続

く都市再生本部の設置は､ 従来から東京商工会
議所が提言してきた主張を具体化するものと言っ
てもよく､ 東京にとっては大いに期待できる明
るい話題といえる｡
このような状況の中､ 首都移転論議の問題点

を私なりに検証するとともに､ 今後の方向性を
探ってみることにする｡
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首都移転については様々な主張があるが､ 私

は改めて次の二つを指摘しておきたい｡
一つ目は､ 首都移転論の根拠となっている､

国政全般の改革・一極集中の是正・災害対応力
の強化という課題は､ 首都を移転することで本
当に解決されうるのか､ という点である｡ 今日､
最も優先すべき課題は､ 地方分権・規制緩和な
ど新たな政治・行政システムの構築であり､ 前
述の課題は､ このことでほぼ解決され得る問題
である｡
二つ目は､ 明治以来､ 首都東京が培ってきた

国際的信用力・求心力・都市基盤の整備状況等

の実績を考えれば､ 東京が21世紀の首都として
の資格を十分に有していることが明白な点であ
る｡ 東京が持つこうした資産を活用せず､ 今日
の厳しい財政状況の中で12兆円もの費用をかけ､
新たな都市を建設することで東京の活力が失わ
れることになれば､ 21世紀の日本に重い負の遺
産を残すことになろう｡
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今日の東京が抱える問題点と､ それに起因す
る日本全体を覆う閉塞感を打破するには､ 先ほ
ど述べたように､ 地方分権・規制緩和等の構造
改革をより一層推進するとともに､ 東京をはじ
めとする首都圏再生のための大胆な改革を打ち
出すことが必要である｡
国際社会での競争力が今まで以上に問われる
時代に､ 一国の中で､ 都市間競争を無意味に続
けている時間はもう残されてはいない｡ もっと
グローバルな視点から日本の再生を考える必要
があり､ 首都東京の付加価値をより一層高めて
いかなければならない時代が到来している｡
来年５月を目途に移転先候補地の一本化が行
われ､ それに続き､ 東京都との比較考量が予定
されているが､ 意義を失った首都移転を白紙撤
回に追い込む運動の展開が求められる｡ 貴会が
そのリード役となることを強く期待している｡
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(社)東京都不動産関連業協会 (ＴＲＡ) は､

平成10年12月に設立された公益法人です｡ まだ

歴史が浅いため､ 一般の方には聞き慣れない名

前かもしれません｡ 全日本不動産協会東京都本

部の会員をはじめとして､ 不動産・建設・設計・

土木造園業等を営む4,200社の方々が会員となっ

ています｡

近年､不動産に関わる住宅品質確保促進法･消

費者契約法等の制定の動き､ マンション管理士

の創設､不動産の証券化等､不動産業を取り巻く

環境が大きく変化しようとしています｡ こうし

た中､ ＴＲＡでは会員の関心が強いマンション

管理業務主任者・マンション管理士等の国家資

格取得の講習会を行うほか､ 一般都民向けに不

動産取引知識の啓蒙や快適な住生活の実現のた

めのセミナーを実施するなど､ 会員はじめ広く

一般都民へのサービスにも努めているそうです｡

また､ 東京都や区市町村と提携し､ 都有地や

区画整理事業の保留地の処分に会員が積極的に

協力し､ 支援できるような体制も整えていると

のことです｡

今後も､ 他の協会や行政機関との連携を深め､

高齢者の住まいの問題､ 震災時での相談体制づ

くりなど､ 都民の皆様のお役に立つ事業を積極

的に推進していきたい､ と話されていました｡
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ＴＲＡさんには､ 去る１月18日に開催した ｢都

民との集い講演会｣ で､ 住生活に係わる課題とし

て ｢首都移転に断固反対｣ を取り上げていただき

ました｡ 会場の皆さんの熱心な様子に感動しまし

た (写真)｡ 都民生活の向上のためにもＴＲＡの

今後の益々のご発展を祈念しています｡ (Ｍ)
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